
21.商店街等を核とする地域のにぎわい創出支援事業

事業の内容

問い合わせ先

商店街等の地域のにぎわいを創出する取組等を支援します。

産業労働部 経営支援課 サービス産業振興担当
担当者：山口、濱野、本田
電 話：０９５－８９５－２６５３
E-mail：s05570@pref.nagasaki.lg.jp

１．商店街等を核とする地域のにぎわい創出支援事業費補助金

目的

商店街が、「商店街活性化プラン」に基づき「地域のにぎわい創出」を
図る取組や、商店街以外のエリアにおける「新たなにぎわい創出」に向
けた取組に対し市町と連携して支援します。

事業の枠組み

地元市町を通じた間接補助金 県→市町→事業主体

事業主体

商店街振興組合、事業協同組合、商店街組織、商工会、商工会議所等、
商業者（３者以上）（※）、社会福祉法人（※）、特定非営利活動法（※）
（※）「新たなにぎわい創出事業」のみ対象

補助率

補助対象経費の4/10以内かつ市町補助額の4/8以内

対象事業

（１）商店街活性化プラン事業
①商店街体制強化支援事業 ②商店街活性化プラン策定支援事業
③商店街にぎわい創出事業 ④商店街共同施設等整備事業

（２）地域のにぎわい創出事業
⑤新たなにぎわい創出事業

※③、④の事業については、「商店街活性化プラン」を策定し、市町の
認定を受ける必要があります。

補助上限額

・事業①、② ⇒ 600千円
・事業③ ⇒ 2,500千円（下限500千円）
・事業④ ⇒ 5,000千円（下限500千円）
・事業⑤ ⇒ 400千円

２．商店街魅力向上支援事業

目的

時代の変化に対応した新たな商店街モデルを構築し県内に波及させるため、
県が選定したモデル商店街のフォローアップを行います。
また、本事業に、まちづくりに関心のある若者等の参加を促し、商店街等
で活動する人材の育成に取り組みます。

事業概要

・モデル商店街の、計画実践支援に向けたアドバイス等



22.事業継続・再構築サポート事業

事業の内容

問い合わせ先

コロナ禍や物価高騰関連等の支援策を活用し、事業継続や事業転換を図りたい。

コロナ禍や物価高騰等の環境変化に対応するため、県内中小
企業者に対し、中小企業診断士協会が国、県等の各種支援制度
の周知を行うとともに、当該事業者にとって適切な制度の活用方
法を提案、書類作成等を支援することで、各種支援制度の活用を
加速させ、中小・小規模事業者の事業の継続や再構築を支援。

（1）相談窓口の開設
・相談希望者を担当診断士に繋ぐ、相談窓口を設 置。

（2）国、県等の各種支援制度の周知
・国や県等の各種支援制度の周知を行うとともに、窓口へ
相談があった事業者や県内各地で開催する相談会の参加事
業者に対し、事業者にとって適切な制度の活用を提案。

（3）各種申請等の書類作成支援
・金融機関等からの融資または国や県等の各種支援制度の

活用を希望する事業者に対して、必要な支援を実施。
・中小企業診断士の派遣は1事業者3回まで無料。

（4）県内各地における現地相談会等
・時間予約制の個別相談方式により実施する相談会や、

各種セミナーを県内各地で開催。

・資金繰り
・事業再構築補助金（国）
・ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（国）
・小規模事業者持続化補助金（国）
・その他、県や市町等が独自に設ける給付金や補助金など
の支援制度周知、活用のための書類作成支援

・一般社団法人長崎県中小企業診断士協会

住所：〒850-0862
長崎市出島町1-43 ながさき出島インキュベータ302

電話：070-4368-4375
Fax  ：0957-47-7687
mail : support@shindan-nagasaki.jp

産業労働部 経営支援課 「事業計画策定支援」チーム

担当：鬼崎、山口、桐

電 話：095-895-2651

ＦＡＸ ：095-895-2580

E-mail：s05570@pref.nagasaki.lg.jp

目的

事業内容

想定される支援例

相談窓口



23.緊急雇用維持対策事業

事業の内容

問い合わせ先

（制度の概要）

新型コロナウイルス感染症の影響が続く中で、従業員を出
向させることで雇用の維持を図る事業主の負担を軽減するた
め、国の助成金への県独自の上乗せ助成を実施。

長崎労働局から「産業雇用安定助成金」（雇用維持コー
ス）の支給決定を受けた県内中小企業

産業労働部 雇用労働政策課 労政福祉班
電 話：０９５－８９５－２７１４
E-mail：s05460@pref.nagasaki.lg.jp

支援内容

事業概要

対象者

〇助成率（１事業主あたり１００万円が上限）

国の助成率 県の助成率 事業主負担

４／５ １／１０ １／１０

９／１０ １／２０ １／２０

【参考】産業雇用安定助成金（雇用維持コース）

新型コロナウイルス感染症の影響で事業活動の一時的な縮
小を余儀なくされた事業主が、在籍型出向により労働者の雇
用を維持する場合に、出向元・出向先の双方の事業主に対し
て助成。

〇対象
雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の

影響で事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
雇用の維持を図ることを目的に行う出向）



24.子育てしやすい職場環境整備支援事業（新）

事業の内容

問い合わせ先

（制度の概要）

〇育児休業取得促進アドバイザーの派遣
男性従業員の育児休業取得に向けて課題を抱える県内企業に

対し、アドバイザー（社会保険労務士、中小企業診断士等）を
派遣（１００社、１社あたり３回まで）

〇魅力ある職場づくり研修会
育児・介護休業法など労働関係法令の改正要旨や就業規則の

策定方法等を学ぶ研修会を開催

男性従業員の育児休業を取得させるうえで課題を抱える
県内企業

男性の育児休業の取得促進等に取り組む県内企業を支援し、
従業員が子育てしやすい魅力的な職場環境づくりを促進

〇Ｎぴか認証取得促進
誰もが働きやすい職場環境づくりに取り組む県内企業を

県が優良企業として認証する制度「Ｎぴか」の取得を促進

誰もが働きやすい職場づくり実践企業認証制度「Ｎぴか」
職場環境改善に積極的に取り組み、一定の基準を満たす

企業を県が優良企業として認証する制度。
（一つ星から五つ星までの５段階）

・認証メリット
①「Ｎぴか」ホームページで優良企業としてＰＲ
②県産業労働部補助金等への加点措置
③県公共工事入札参加資格審査点の加点
④Ｎぴか企業と学生の交流会への参加

などの特典を受けることができる

産業労働部 雇用労働政策課 労政福祉班
電 話：０９５－８９５－２７１４
E-mail：s05460@pref.nagasaki.lg.jp

事業概要

対象者

支援内容



25.自営型テレワーク促進事業

事業の内容

問い合わせ先

（制度の概要）

子育てや介護など、時間や場所に制約があり企業での就労
が難しい女性等の新しい働き方として自営型テレワークの普
及を図り、女性等の就労を支援する。また、県内企業の自営
型テレワークの活用を促進することにより、生産性向上や人
手不足解消を支援する。

自営型テレワーカーとして就労するためのスキルを身に付
ける養成講座の開催や、県内企業への活用促進を図るための
セミナーを開催。

（1）自営型テレワーク養成講座
＜初心者向け＞
入門コース（基礎知識の習得）
①内容：講座3回＋e-ラーニング＋疑似業務体験
②回数：2回開催
③定員：各回30名程度

＜経験者向け＞
スキルアップコース

（発注ニーズが高い分野で実務的なスキルの習得）
①想定コース：ライティングコース

画像・動画編集コース
Webサイト制作コース

②内容：講座10回＋e-ラーニング＋疑似体験業務
③回数：各コース1回開催
④定員：各コース20名程度

（２）企業向け活用セミナー
自営型テレワーカーへの仕事の発注方法や仕事の切り出

し方を学ぶセミナーを1回開催。

（３）マッチング商談会
県内の自営型テレワーカーと企業をマッチングするため

の商談会を１回開催。

産業労働部 雇用労働政策課 労政福祉班
電 話：０９５－８９５－２７１４
E-mail：s05460@pref.nagasaki.lg.jp

支援内容

事業概要



26.高校生・大学生の県内就職促進

事業の内容

事業概要

新卒の高校生や大学生の県内就職の促進と企業の皆様の人材確
保を支援するため、様々な取組を行います。

取組内容

＜高校生＞
（１）合同企業面談会（１０月頃）＜労働局主催、県共催＞

県内就職希望の高校３年生との対面式による合同面談会
を県内２か所（長崎、佐世保）で実施します。

（２）人事担当者と高校進路指導担当者の名刺交換会（６月
頃） 県内企業の人事担当者と高等学校の進路指導の先生
が、お互いの情報交換と相互理解を深めるため、長崎・
佐世保・諫早地区で名刺交換会を実施します。

（３）高校２年生職場見学会の開催（随時）
高校生に県内企業をよく知ってもらうために、高校２年
生対象とした職場見学会を開催します。

＜大学生＞
（１）オンライン企業説明会（３～５月：随時） １社４０分

程度県内外の大学４年生を中心とした、オンラインによ
る企業説明会（１対多数）を、業種別に加え、学生の特
性と企業の人材ニーズに着目した「人材ニーズ対応型」
により開催します。

（２）オンライン企業面談会（７～９月：随時） １社６０分
程度県内外の大学４年生を中心とした、オンラインによ
る企業面談会（１対１）を開催します。

問い合わせ先

企業情報や求人情報を発信したい。

産業労働部 未来人材課 人材確保班 担当者：佐々野
電 話：０９５－８９５－２７３１
E-mail：s05590@pref.nagasaki.lg.jp

（３）インターンシップの実施（７～９月、２～３月）
県内外の大学３年生を対象としたインターンシップの受
入を実施します。（Ｒ３から協議会事務局を県が運営）

（４）インターンシップ企業セミナー（６月頃～）
インターンシップの充実に向けたセミナーを複数回開催
します

（５）大学講義枠を活用した学生と企業の接触機会創出（随
時）大学と連携し、講義枠の中で学生との接点を創出し
ます。

（６）ながさきUIターン就職支援センターによる支援（随時）
福岡県内大学生との交流会の開催や、県内企業の大学
訪問活動への同行など、福岡からの学生確保を支援しま
す。

（７）ＵＩＪターン就活旅費助成金（随時）
県外学生が県内就職に向けた活動（採用試験やインター
ンシップなど）を行う際の旅費・宿泊費を助成します。



27.県内就職応援サイト「Ｎなび」・県内就職応援誌「ＮＲ」

事業の内容

◎ながさき県内就職応援サイト「Ｎなび」
〇概要
・県内就職希望者に対し県内企業の企業・求人情報を集約・
発信するサイト。

・県内企業情報をどこよりも多く、常時発信中。（3月28日現
在2,548社）

・企業、求職者ともにすべての機能が無料で利用可能。
・学生登録数は約3,300人。
・月間アクセス数は約1.5万件。

〇主な機能（企業用メニュー）
①企業情報発信 ※企業情報の更新をお願いします。
・文字だけではなく、動画や画像を使って求職者がイメージ
し易い情報発信が可能。
・オンライン企業説明会の動画を配信するなど動画を強化。
②求人情報発信
・エントリー機能やお気に入り機能なども利用可能。
・登録学生の希望業種等であれば、対象学生に発信。
③就職関連情報の発信
・求人のみならず、会社説明会、企業説明会、インターン
シップ関連情報も掲載可能（積極的な活用を）。

④求職者へのアプローチ（スカウトメール機能）
・応募を待つのではなく、企業から求職者に積極的なアプロー
チが可能。

取組内容

問い合わせ先

企業情報や求人情報を発信したい。

産業労働部 未来人材課 人材確保班 担当者：林
電 話：０９５－８９５－２７３１
E-mail：s05590@pref.nagasaki.lg.jp

◎県内就職応援誌「ＮＲ」＜長崎新聞との共同発行＞
〇概要
・発行部数：新聞折込約16.7万部＋学校を通じて大学生・高校

生等へ配布約５万部
・主な対象：県内大学２・３年生、専門学校生、高校生全学年、

若年求職者、保護者

〇紙面内容（企業掲載関係、【県関連】紙面を県が共同制作）
①巻頭特集（年2回は【県関連】）
テーマにより、県内企業取材を依頼。
②長崎おしごとＳｔｙｌｅ
・毎号県内企業４社を紹介。記者が取材し企業紹介記事作成。
・動画は１～２分程度でＱＲコードから簡単に閲覧可能。
③長崎で働く先輩トーク
・県内企業に勤める若手社員のインタビュー記事を掲載。
＜Ｕターン編２人＞【県関連】県が企業選定
＜就活・仕事編４人＞長崎新聞社が企業選定

※②③ＮＲコンテンツは、Ｎなびにも掲載。



28.産業人材育成奨学金返済アシスト事業

事業の内容

事業概要

地域経済の牽引役となる産業や戦略的に振興する産業を担うリー
ダー的人材の育成・確保に向け、県内外の産業界等から広く寄付
を募って基金を造成し、県内に就職した若者への奨学金返済支援
をする

取組内容

〇対象業種等
・製造業
・情報サービス業
・建設業
・卸売業・小売業（製造業、建設業と密接に関連すること）
・学術研究、専門・技術サービス業（製造業、建設業と密接に
関連すること）

・観光関連産業（宿泊業・旅行業・観光関連団体・観光施設
等）

・保険業・金融業等（長崎県と立地協定と結んだ企業に限る）

〇基金規模と支援額等
①基金名称：長崎県産業人材育成基金
②基金規模（年間）

県＝4,000万円、民間＝2,000万円 合計＝6,000万円
③支援額
大学等在籍中に受給した対象奨学金の返済額の
１／２以内（150万円を限度）

問い合わせ先

優秀な人材を定着させたい。

産業労働部 未来人材課 人材確保班 担当者：鶴嶌
電 話：０９５－８９５－２７３１
E-mail：s05590@pref.nagasaki.lg.jp

④対象奨学金
・日本学生支援機構第一種及び第二種奨学金
・長崎県育英会大学等育英事業
・母子父子寡婦福祉資金貸付金
※入学時貸与の一時金は対象外

〇支援条件等
大学（大学院）、短大、専門学校等卒業後対象業種の県内事
業所に就業かつ県内に居住し、３年経過した場合に支援額の
１／２を、６年経過した場合に残りの１／２を奨学金の借入
れ機関へ支払う。

〇寄付企業のメリット（寄付額応じて対象が異なります）
・感謝状贈呈、贈呈式の実施（プレス参加）
・支援候補者＜学生＞の情報提供 ※本人同意に限る
・支援候補者＜学生＞の就職活動時期に求人情報送付
・県主催企業面談会等への優先参加
・学生向けの募集チラシ（毎年２万部）への企業名掲載
・県ＨＰへの企業名（リンク付）及び企業紹介文の掲載
・税制優遇措置（損金算入、県内企業約３割の税減効果）



29.採用力向上支援事業

事業イメージ事業の内容

目的

人材の確保に課題を抱える県内企業に対し、採用力（企業の魅
力と伝える力）の向上に向けた伴走型支援を行うことで、県内
企業の人手不足を解消し、産業人材の県内定着を図る。

対象

長崎県内の事業所で正規従業員の求人を行う中小企業等
（※詳細はお問い合わせください）

支援内容

県の採用力向上支援員が企業訪問やヒアリングを通じ、人
材確保にかかる課題整理（就業環境や採用活動で改善や強
化が必要な点など）を支援する。

各社の課題に応じた支援策や改善策を提案、助言する。

問い合わせ先

採用力を強化して、自社が求める人材を獲得したい。

産業労働部 未来人材課 人材育成班 担当者：弓削、中尾
電 話：０９５－８９５－２７３２
E-mail：s05590@pref.nagasaki.lg.jp

支援にかかる費用

無料



30.新時代の若手人材定着・育成促進事業費

事業の内容

目的

若手職員の早期離職者が多い企業等を対象として、定着に向け
た雇用環境の改善や新入社員のフォロー体制を支援し、若者の
県内就職率の向上及び早期離職率の低下を推進する。

対象

若手社員の早期離職防止に取り組む（又は予定の）県内企業

事業概要

（１）若手人材定着・育成促進アドバイザー派遣事業
社内のコミュニケーション能力を向上させ、若手社員の
悩みのサポート体制を整備（メンター制度等）する事業

問い合わせ先

社内の若手人材の育成・支援体制や雇用環境改善に取り組み、早期離職を防ぎたい。

（２）若手人材定着・育成促進に関するオンラインセミナー

①若手社員向け定着支援・意欲向上セミナー
新入社員及び入社２～３年目社員を対象に、コミュニ
ケーション能力向上や、若手職員がつまずぎがちなテー
マについてグループワークを取り入れたセミナーを実施。
同世代の仲間が抱える課題や悩みへの対応や解決策を
共有し、仕事を続けるモチベーションを高める。

【回 数】１セット／４テーマ／２日間程度
【日程・募集時期】 調整中

②人材育成・定着戦略セミナー
経営者、人事担当者、中堅職員を対象に、人材確保及び
定着促進に取り組む際に必要な知識やノウハウ等に関す
るセミナーを実施。

【回 数】４テーマ程度
【日程・募集時期】 調整中

産業労働部 未来人材課 人材育成班 担当者：弓削、中尾
電 話：０９５－８９５－２７３２
E-mail：s05590@pref.nagasaki.lg.jp


